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     研究所だより 細 越　雄 二

　2011年は東日本大震災・福島第一原発事
故と私たちの価値観を大きく変える忘れが
たい年になりました。続く2012年は被災地
の復旧・復興へ向けた新たな道へ踏み出そ
うとする転機の年になりそうです。また、
世界に目を転じれば、米国、フランス、ロ
シア、中国、韓国などで指導者の選挙が行
われ、また交代が予想されています。これ
ら国でどのような指導者が登場し、どのよ
うな政治・社会体制になるのか、そしてど
のような方向へ向かうのか、といったこと
に非常に興味があります。
　ひるがえって日本はどうでしょうか。民
主党に政権交代した後も毎年首相が交代
し、マニフェスト（公約）は次々と後退を余
儀なくされ、多くの国民の期待にこたえて
はいません。さらには衆参ねじれ現象と
なっていて、とても安定した政治状況とは
言えません。野田首相は社会保障と税の一
体改革など消費増税に不退転の決意で持っ
て臨む姿勢を見せています。財政再建は重
要な政治課題ですが、消費増税の前に、デ
フレを克服する経済対策を講じ、かつ、徹
底した歳出の無駄削減、公務員制度改革や
国会議員の定数削減などの自らのリストラ
策を実行した上で、国民に信を問うのが筋
ではないでしょうか？　いまの政権が行お
うとしていることはどうも優先順位が違う

のではと思います。
　また、沖縄の基地問題、TPP、エネルギー
政策、歴史的な円高など課題は山積みのな
か、二大政党の民主党代表と自民党総裁の
任期が今秋に迎えることとなっていて、日
本の指導者が継続するのか、それとも交代
するのかどうか、こちらも大いに気になる
ところです。
　2012年の政治状況は大変厳しいものとな
る一方、2012年は国連の定める国際協同組
合年です。スローガンは「協同組合がより
よい社会を築きます」（和訳）とされ、協同
組合が貧困削減・仕事の創出・社会的統合
に果たす役割が期待されています。日本で
は新規学卒者の就職が依然として厳しく、
生活保護受給者が過去最高となるなど、営
利企業や政府、自治体に頼るだけでは仕事
の創出・貧困の削減がなし得なくなってい
る今こそ、協同組合がこうした課題の解決
のために積極的に取り組んでいくことが求
められています。
　「働く者同士の協同」「利用者との協同」

「地域との協同」の３つの協同を改めて思
い起こしながら、「よりよい社会」の実現
をめざして、さらなる努力をしていく決意
です。みなさまからのご指導を賜りたいと
思います。本年もどうぞよろしくお願いい
たします。
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